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Å 2020 10 26 2050
ṕ Ṗ

Å ṕCO2 Ṗ
85Ṿ CO2 93Ṿ

Å エネルギー分野を中心とした2050 年のカーボンニュートラ
ルに向けた道筋を示す 2050 年への道筋を踏まえ、取り組むべき政策

2050 年カーボンニュートラル

＜グリーン社会の実現＞
2050 2050 年カーボンニュートラ

ル、脱炭素社会の実現を目指す
ṕ Ṗ

再生可能エネルギーを最大限導入 安全最優先で原子力政策を進める

10 月26 日総理所信表明演説（抜粋）

ṕ Ṗ
温室効果ガスの８割以上を占めるエネルギー分野の取組が特に重要

再エネ、原子力など使えるも
のを最大限活用 水素など新たな選択肢も追求

10 月26 日梶山経産大臣会見（抜粋）
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次期エネルギー基本政策の検討の進め方

2030 年目標の進捗と更なる取組の検証

2050 年カーボンニュートラルの実現を目指すための課題と対応の検証

EU

ṕ Ṗ

グリーンイノベーション
戦略推進会議３E+S を目指す上での課題を整理

× 電力、産業、民生、運輸
部門において、脱炭素化
に向けて必要となるイノ

ベーションについての検討



１．カーボンニュートラルを実現するための課題
（１）英国、ＥＵのカーボンニュートラルシナリオについて
（２）今後の検討の枠組み
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日本のCO2排出量（2018 ）
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（参考）日本/ 世界のGHG排出量
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１．カーボンニュートラルを実現するための課題
（１）英国、ＥＵのカーボンニュートラルシナリオについて
（２）今後の検討の枠組み



英国におけるカーボンニュートラルの表明の経緯とシナリオの位置づけ

Å 2018 4 80Ṿ Clean Growth Strategy
Å 2018 10 IPCC1.5 ṕ Ṗ

Å 2019 5 Net Zero ²The UK s contribution to stopping global warming
2050
V ネットゼロ排出に向けた正確な技術や行動を予測することは不可能

V 可能性のある課題やコストをアセスする
将来のエネルギーミックスを規定するものではなく、一定の前提をおいたシナリオ3 ṕẎ80Ṿ

Ẏ 96Ṿ Ẏ100ṾṖ
Å 2021 2050

8
※複数の道筋（シナリオ） 部門別の排出量キャップも設定していない

UKシナリオ気候変動シナリオ

ṖNet Zero The UK s contribution to stopping global warming (2019), Fig.1

①Core
Ḳ2050 Ẏ 80Ṿ
ẑ

②Further Ambition （野心的）
Ḳ2050 Ẏ 96Ṿ
ẑ BECCS

ṕ Ṗ

③Speculative （投機的）
Ḳ2050
ẑ ṕ ḲBECCS DACCSṖ

ṕ Ḳ Ṗễ

ẑ

80Ṿ



英国の各種シナリオの対策例

ṖNet Zero The UK s contribution to stopping global warming (2019),Table.5.1

部門 Core ( 約▲80 ％) シナリオ/Further Ambition （約▲96% ）シナリオでの対策例

電力
CCS

建物

産業 CCS

運輸 FC

航空 ṕ2040 Ṗ

船舶

土地利用・森林

炭素除去 BECCS DACCS

Å Core シナリオ（▲約80 ％）
ṕtechnology Ṗ ṕbehavior Ṗ

Å Further Ambition シナリオ（▲約96 ％） Core
( ) CO2 ṕ

Ṗ CO2 ṕBECCS DACCSṖ
Å Speculative シナリオ（▲100 ％）

Further Ambition
3

9



原子力
11 ％

水力等
2％

火力＋CCS
23 ％

2050 年Further Ambition シナリオにおける電源構成イメージ
(Illustrative generation mix)

Further Ambition シナリオにおける電源構成イメージ

Å 安定供給を維持しながら、最小コストで電力需要増加を達成するための電源構成を正確に出すことは不可
能 ṕ Ṗ59Ṿṕ50% 50%

ṖBECCS 6Ṿ 11Ṿ 23Ṿ CCS
ṕindicative/illustrative generation mix Ṗ

ẑ

CCS

BECCS

ṕ Ṗ

再エネ
57 ％

BECCS
6％

10
ṖNet Zero Technical report (2019), Fig 2.5



EUにおけるカーボンニュートラルの表明の経緯とシナリオの位置づけ

Å 2018 11 2050 A clean planet for 
all 「ビジョン」
β EU direction of travel

Å 2020 3 2050

Å 具体的なエネルギーミックスの目標を決定している訳ではなく Ṅ

ï

ï

ï

ï

ӷ80Ṿṕ5 Ṗ 90Ṿṕ1 Ṗ 100Ṿ
ṕỄ Ṗ 8
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A Clean Planet for all IN-DEPTH ANALYSIS IN SUPPORT OF THE COMMISSION COMMUNICATION COM(2018)



2050 年カーボンニュートラルに向けたEUの対策・シナリオ①

Å 7 ṕBuilding Block Ṗ

12

①エネルギー効率の最大化ṕZEB ṖḲ

②再エネ導入の最大化 電力の脱炭素化

Ḳ

③クリーン、安全、コネクティドモビリティ

Ḳ

④産業政策と資源循環経済

ḲCCUṕ Ṗ

⑤スマートネットワークインフラḲ EU

⑥バイオ経済と吸収源Ḳ

⑦CCSḲ BECCS



2050 年カーボンニュートラルに向けたEUの対策・シナリオ②

Å ṕểṖṌṕễṖ ễ Ị

ẑ ṕEU Ṗ 2050 Ẏ64Ṿṕ1990 Ṗ

13

（１） 2℃相当（2050 年▲80% ）

ẉ GHG

①電化Ḳ 電化を重点化ṕ Ṗ

②水素Ḳ 水素利用

③Power - to -XḲ CO2 合成燃料（e- fuel ）の利用

ẉ GHG

④省エネルギーḲ ṕ Ṗエネルギー効率向上

⑤資源循環Ḳ 資源循環政策

（２） 上記対策の組み合わせ（2050 年▲90 ％）

⑥組み合わせḲ (1) 90 ％削減となるよう、費用対効果の高い方法

（３） 1.5 ℃相当（2050 年ネットゼロ）

⑦技術Ḳ 脱炭素化が困難な部門の排出をネガティブエミッション技術（BECCS、
DACCS等）で補完

⑧行動変容Ḳ 脱炭素化が困難な部門の排出を生活の行動変容（徒歩、自転車、
公共交通、シェアリング自動車の増加や、食の変化）で補完



電化
(ELEC)

水素
(H2)

Power - to -X
(P2X)

省エネルギー
(EE)

資源循環
(CIRC)

組み合わせ
(COMBO)

1.5 ℃
技術

(1.5TECH)

1.5 ℃
行動変容

(1.5LIFE)

Ễṹ COMBO
BECCS,CCS

COMBO CIRC

2050

90ṾGHGṕ
Ṗ

HDVs (LDVs)
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80Ṿ (2ṹ Ṗ 90Ṿ ṕ1.5ṹ Ṗ
BECCS/CCS

A Clean Planet for all IN-DEPTH ANALYSIS IN SUPPORT OF THE COMMISSION COMMUNICATION COM(2018), Table1

Ṩ80ṾGHGṕ Ṗ

ṕ¬2ṹ º Ṗ

100ṾGHGṕ Ṗ
ṕ¬1.5ṹº Ṗ

2030
2ṹ BECCS 2050

learning by doing

2050 ṕ
Ṗ CCS

COMBO

CIRCṧCOMBO

¬2ṹ

º CIRCṧCOMBO

CIRCṧCOMBO

EUの想定8シナリオ

長期戦略におけるオプション
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BECCS、DACCSの導入

EUの８つのシナリオ概要

Power - to -X

2050 Ẏ80Ṿ 2050 Ẏ90Ṿ 2050 Ẏ100Ṿ

CO2ṕ Ṗ CO2ṕ Ṗ

ṖA Clean Planet for all IN -DEPTH ANALYSIS IN SUPPORT OF THE COMMISSION COMMUNICATION COM (2018), Fig.20

Å Ẏ80Ṿ
Ẏ90Ṿ

Å 農業や運輸、産業などの部門では、現在の技術では排出ゼロを実現できず
BECCS（バイオマス発電＋CCS）、DACCS（大気からのCO2回収＋CCS）などの炭素除去

（ネガティブエミッション）技術の活用が不可欠

Å 電化率・電力需要・電力消費の増加、電力消費者価格の上昇を想定

Å EUETS ṕEU Ṗ 25EUR/t -COŇ2030 28EUR/t -COŇ2050
Ẏ80Ṿ 250EUR/t -COŇẎ100Ṿ 350EUR/t -COŇ エネルギー総コストも

2040 年に大幅に上昇し、その後減少することを想定 研究開発が進展することにより、こうしたコストが低減
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Å 2050 8
EV ṕ Ṗ e-fuel

土地制約、社会受
容性、域外からの電力・水素・合成燃料の輸入との競合など、あらゆる可能性のある事象をと
らえて示したものではない

Ḳ81Ṍ85Ṿṕ ṧ Ḳ65Ṍ72ṾṖ
Ḳ12Ṍ15Ṿ
Ḳ2Ṍ6Ṿ

A Clean Planet for all IN-DEPTH ANALYSIS IN SUPPORT OF THE COMMISSION COMMUNICATION COM(2018), Fig. 23

ẑ8

81Ṍ85Ṿ

65Ṍ72Ṿ

12Ṍ15Ṿ

2Ṍ6Ṿ

電源構成割合

EUシナリオにおける電源構成

2050

ṕ Ṗ

Ẁ

2050
ẑ



１．カーボンニュートラルを実現するための課題
（１）英国、ＥＵのカーボンニュートラルシナリオについて
（２）今後の検討の枠組み
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Å 2050 年カーボンニュートラルへの道筋 Ṅ
2030

Ṅ 目指すべき方向性として捉え
るべき

Å

2050 EU カーボンニュートラルの
位置づけとしては達成の方向性を示すビジョンという位置づけ

Å 2050 年カーボンニュートラル実現に向けて提示する道筋も、現時点で想定しうる道
筋であり、今後の技術の進展などに応じて柔軟に見直していくべき点に留意が必要ではないか。

議論の前提

2.
2015 ṕ Ṗ 2030

ṕ Ṗ 将来の「あるべき姿」としてビジョ
ンを明確に掲げる

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（一部抜粋）2019.6
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Å 電力部門では非化石電源の拡大、産業・民生・運輸
（非電力）部門（燃料利用・熱利用）においては、脱炭素化された電力による電化、水素化、メタネー
ション、合成燃料等を通じた脱炭素化

Å 既存設備を最大限活用
エネルギー転換への受容性を高める

カーボンニュートラルへの転換イメージ

水素（水素還元製鉄、
FCVなど）

CCUS/ カーボンリサイク
ル等の最大限活用

電化

非化石電源

ṧCCUS/

メタネーション、
合成燃料

民生
1.1 億トン

産業
3.0 億トン

運輸
2.0 億トン

非
電
力

電
力 4.5 億トン

3.6 億トン

民生
0.9 億トン

産業
3.3 億トン

運輸
1.5 億トン

2018

10.6

2030

9.3 ṕẎ25% Ṗ

2050

ṧ 0
ṕẎ100% Ṗ

ẑ CO2

炭
素

除
去

植林、
DACCSなど

バイオマス
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脱炭素技術 コストパリティ

カーボンニュートラルに向けた主要分野における取組①
克服すべき主な課題

ẑ

電力
部門

発電

再エネ

原子力

ü導入拡大に向け、系統制約の克服、コスト低減、周辺環境との調和が課題

ü安全最優先の再稼働、安全性等に優れた炉の追求、継続した信頼回復が課題

火力＋CCUS/
カーボンリサイクル

üCO2回収技術の確立、回収CO2の用途拡大、CCSの適地開発、コスト低減が課題

水素発電 ü水素専焼火力の技術開発、水素インフラの整備が課題
水素価格

約13 円/Nm3

産業
部門

熱・燃料

製造プロセス
（鉄鋼・セメント・

コンクリート・
化学品）

電化

水素化
（メタネーション）

ü産業用ヒートポンプ等電化設備のコスト低減、技術者の確保、より広い温度帯への対

応が課題

ü水素のボイラ燃料利用、水素バーナー技術の普及拡大に向け、設備のコスト低減、技

術者の確保、水素インフラの整備が課題

鉄：
水素還元製鉄

ü水素による還元を実現するために、水素による吸熱反応の克服、安価・大量の水素供

給が課題

水素価格
約40 円/Nm3

セメント・
コンクリート：
CO2吸収型
コンクリート

üメタネーション設備の大型化のための技術開発が課題

バイオマス活用
（主に紙・板紙業）

水素価格
約８円/Nm3

化学品：
人工光合成

ü黒液（パルプ製造工程で発生する廃液）、廃材のボイラ燃料利用の普及拡大に向け、

燃料コストの低減が課題

ü製造工程で生じるCO2のセメント原料活用（石灰石代替）の要素技術開発が課題。

ü防錆性能を持つCO2吸収型コンクリート（骨材としてCO2を利用）の開発・用途拡

大、スケールアップによるコスト低減。

ü変換効率を高める光触媒等の研究開発、大規模化によるコスト低減が課題

アンモニア発電üアンモニア混焼率の向上、アンモニア専焼火力の技術開発が課題

ẑ CO2 CO2 * LNG 10MMBtu 11 CO2 WG
(100kW FC ṧ )

アンモニア化 ü火炎温度の高温化のためのアンモニアバーナー等の技術開発が課題
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カーボンニュートラルに向けた主要分野における取組②

民生
部門

熱・燃料

電化

水素化

ü エコキュート、IH コンロやオール電化住宅、ZEH,ZEB 等を更に普及させるため、設

備コスト低減が課題

メタネーションü メタネーション設備の大型化のための技術開発が課題

ü 水素燃料電池の導入拡大に向けて、設備コスト低減、水素インフラの整備が課題

運輸
部門

燃料
（乗用車・トラック

・バスなど）

燃料
（船・航空機・鉄道）

EV

水素化 ü 燃料電池船、燃料電池電車の製造技術の確立、インフラ整備が課題

ü 導入拡大に向け、車種の拡充、設備コストの低減、充電インフラの整備、充電時間

の削減、次世代蓄電池の技術確立が課題
電力価格

約10~30 円/kWh

FCV
水素価格

約90 円/Nm3

合成燃料
（e- fuel ）

ü 大量生産、コスト削減を実現する燃料製造方法等の技術開発が課題

バイオジェット燃料/
合成燃料（e- fuel ） ü 大量生産、コスト削減を実現する燃料製造方法等の技術開発が課題

炭素
除去

DACCS、BECCS、植林
ü DACCS：エネルギー消費量、コスト低減が課題

ü BECCS：バイオマスの量的制約の克服が課題
※CCSの適地開発、コスト低減は双方共通の課題

ü 導入拡大に向け、車種の拡充、設備コストの低減、水素インフラの整備が課題

*DACCSḲDirect Air Carbon Capture and Storage BECCSḲBio-energy with Carbon Capture and Storage
** 142.8 /L ṕ 11 CO2 WG Ṗ

燃料アンモニアü 燃料アンモニア船の製造技術の確立

脱炭素技術 コストパリティ
克服すべき主な課題

ẑ

ẑ CO2 CO2
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Å CO2
CO2

（参考）製造業におけるカーボンニュートラルのハードル

Fe2O3

コークス
CO

ṕ高炉Ṗ
Fe

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

18 86 8

Ḳ158 t-CO2/
ṕ 40% 1 Ṗ

7

CO2

Ḳ17 t-CO2/
ṕ 4% 6,000 Ṗ

Ḳ26 t-CO2/

CaCO3 CaO

40
ṕ 26Ṗ

エネルギー

432

鉄鋼業 セメント業

化学反応で
必ず排出

製造プロセスで
石炭必須

ṕ Ṗ 2018 2018 ṕ Ṗ

ẑ t-CO2
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Å 電力部門 脱炭素技術として確立した再エネ、原子力を最大限活
用すべきではないか。 CCS

選択肢も追求すべきではないか

Å

Ṅ それらの課題と対応方針を議論すべきではないか

Å 産業・民生・運輸（非電力）部門 構造的・技術的（既存）に脱炭素化が難しい
領域が存在 EU CCUS/

イノベーションの追求など取組の方向性を議論すべきではないか

2050 年カーボンニュートラルへの道筋についての今後の検討の枠組み（案）

電力部門 産業・民生・運輸部門

ü

ü

ü

ＣＮへの課題

ü

ü

ṕCCUS
Ṗ

検討の進め方

ü

ṕ
Ṗ
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２．電力部門の検討
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Å 2050 EU IEA 電化を脱炭素
化に向けて有望な方策として位置づけ

Å ṕ Ṗ
電化は有望な脱炭素手段と位置づけるべきではないか

カーボンニュートラルに向けた電化の位置づけ

EU 英国

Net Zero ²Technical report ṕCCC, 
2019 Ṗ

, our scenarios in the other chapters of 
this report emphasise electrification as a 
key route to reducing emissions . Our 
scenarios therefore involve an increasing 
level of electrification as ambition 
increases. 

最終消費に
おける電化率は向上

電化は 排出削減に
大きな役割

A Clean Planet for all - In Depth analysis 
in support of the commission 
communication COM ṕEuropean 
Commission, 2018 Ṗ
As it is a versatile carrier usable for most 
of the final energy uses, many scenarios 
see increasing electrification of final 
energy demand in all scectors ,

IEA

World Energy Outlook 2020 ṕIEA, 
2020 Ṗ
3.4.5 Trends after 2030

. The CO2 emission reduction trends 
that were visible prior to 2030 ²most 
notably in efficiency and electrification ²
continue in the period to 2050 . These 
emissions trends are consistent with 
achieving net -zero energy sector CO2 
emissions globally by 207 0, 

2050 2030 年以降も電化
トレンドは継続、
2070

我が国においても電化技術は技術的に確立した脱炭素の手段
カーボンニュートラルに向けた需要側の取組の方向性として電化は有望
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Å 2017 2050 輸送の電動化・建築物の電力消費、水素製造など 電力需要
Core シナリオ 5000 kWh 約1.7 倍
Further Ambition シナリオ 6000 kWh 約2倍
Speculative シナリオ DACCSṕṧ500 kWhṖ ṕṧ3050

kWhṖ 電力需要が拡大する対策の実施が想定

50TWh

305TWh

200TWh

ṖNet Zero Technical report (2019), Fig 2.3

2050 年 電力需要

（参考）英国シナリオにおける電力需要

ṕ Ṗ

ṕ Ṗṕ Ṗ

ṕ HGVs
Ṗ

ṕSpeculative 
DACCSṖṕFurther Ambition

ṖFurther Ambition

14,000
12,000
10,000

8,000
6,000
4,000
2,000

0

[ kWh/ ]

3,000 億
kwh

6,000 億
kwh

500 億
kwh

2,000 億
kwh

3,050 億
kwh

Further Ambition シナリオにおける電力需要

Speculativ e Ambition シナリオにおける
イノベーションによる追加の電力需要
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Å

Å 2015 年比 2030 10Ṿ 2050 30Ṍ150Ṿ カーボンニュートラル
のシナリオでは2～2.5 倍の増加

（参考）ＥＵシナリオにおける電力需要

総電力発電量の増加比率（2015 年比）

Power to X 1.5 1.5 

ṖA Clean Planet for all IN -DEPTH ANALYSIS IN SUPPORT OF THE COMMISSION COMMUNICATION COM (2018), Fig.22
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38%

32%
34%

0%

5%

10%

15%
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30%

35%

40%

1 2 3 4

28

Å ṕRITEṖ 2050 CN

Å

ṕ CCUS/ Ṗ
1.3 -1.5 kWh

（参考）RITE による発電電力量推計

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600
ṕ Ṗ

ṕ ṖRITE

[ TWh ]

RITE モデルにおける電化率
（最終消費全体）

約1.3~1.5 兆
kWh

1.5 度
水素還元
製鉄活用

ケース

1.5 度
CCS
ケース

1.5 度
CO2輸送

ケース

1兆3,100 億kWh

1兆4,300 億kWh

足元

2018 年 2050 年

1兆4,600 億kWh

1兆580 億kWh

RITE モデルにおける発電電力量

ẑ CCUS/

1.5 度
水素還元
製鉄活用

ケース

1.5 度
CCS
ケース

1.5 度
CO2輸送

ケース

足元

2018 年 2050 年
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（参考）RITE のエネルギー需給モデルの概要

Å RITE
CO2 CO2

ṕ Ṗ
(

)

前提条件

対策費用（コスト）

温室効果ガス排出量の内訳

エネルギー・産業
1

価格

脱炭素技術

RITE モデル 計算結果

エネルギー
システム
モデル

エネルギー起源
CO2以外の
温室効果ガス

評価モデル

気候変動モデル

(
)

CO2

コ
ス

ト
最

適
化

計
算

ẑ 54

社会経済：
GDP

エネルギー：

低炭素・脱炭素技術：
500

温室効果ガス・削減経路：

GHG
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（参考）モデルにおけるシナリオ想定

ケース名
日本のGHG

排出制約
想定

1.5 度水素還元製鉄活
用ケース

GHG
100%

1.5 度CCSケース CO2 ṕCCS Ṗ

1.5 度CO2輸送ケース CO2 ṧ

ẑ CCUS/ DACCS

GDP ü

ṕSSP2Ṗ
üGDP 2010 Ṍ2030 1.6% 2030 Ṍ2050 0.4%
ü 2030 1.1 2050 1.2生産活動量

電化率
ü

ü

省エネ ü

¸ シナリオの定義

¸ 主要な想定（全シナリオ共通）



電力部門の検討の進め方

31

¸ 足下の取組及び長期の課題と対応
について検討

¸ 長期的に大量導入を実現する上
での課題と対応 他の脱炭素電源ṕ ṧCCUS/

Ṗについて課題と対応

検
討
事
項

ü 2050 年を見据え、それぞれの電源が乗り越えるべき課題と対応
ü電源のCNを目指す上で、それぞれの電源の位置づけ

再エネ

原子力 火力＋CCUS/ カーボンリサイクル
CCUS/

水素・アンモニア発電

今
回
検
討

次
回
以
降
検
討



３．再生可能エネルギーの導入拡大に向けた課題と対応
ー 再エネの現状
ー （課題１）出力変動への対応
ー （課題２）系統容量の確保／対応
ー （課題３）系統の安定性維持／対応
ー （課題４）電源別の導入拡大に向けた課題／対応
ー （課題５）国民負担について



御議論いただきたいこと

¸ 2050 電化の促進、電源の脱炭素化が鍵
再生可能エネルギーの最大限の導入

¸ FIT 再エネの導入量は世界６位
2012 9Ṿ 2018 年の17 ％にまで拡大

¸ Ṅ 例えば
変動する出力への対応

送電網の整備
緊急時の安定性の維持

自然制約 社会制約
国民負担

イノベーション、制度整備等を通じて対応

¸

①再エネの大量導入に向けた課題
②その克服に向けた対応策
③これらを踏まえたカーボンニュートラル社会における再エネの位置づけ

33



再生可能エネルギー導入拡大に向けた課題

①
出力変動への対応
（調整力の確保）

②
送電容量
の確保

ü ṕ Ṗ 自然条件によって出力変動 需給を一致させる「調整力」
火力・揚水に依存

ü 再エネ投
資が進まない可能性

ü ṕ CCUS/
Ṗ 必要な調整力の量を確保

ü 再エネポテンシャルの大きい地域ṕ Ṗ 大規模需要地ṕ Ṗ 離れているため

ü 特に北海道 導入拡大が難しい状況
ü 社会的な費用に対して得られる便益を評価 送電網の整備を進めていくか

③

系統の安定性維持
（慣性力の確保）

ü 突発的な事故 ブラックアウトを避けるため 慣性力（火力発
電等のタービンが回転し続ける力）の確保

ü 太陽光・風力は慣性力を有していない 系統の安定性を維持できない可能性
ü 疑似慣性力の開発等を進めていく必要

④
自然条件や

社会制約への
対応

⑤
コストの受容性

ü 平地や遠浅の海が少なく 日射量も多くない 自
然条件を考慮

ü 他の利用（農業、漁業）との調和 地域等との調整
ü 導入できる適地が限られている中 案件形成を進めていくか

ü 大規模な投資が必要
適地不足により今後コストが上昇するおそれ

ü コスト負担への社会的受容性
イノベーションの実現が不確実な中 リスクに備えた対応

ṕ Ṗ Ṅ 34



ẑ
ẑ FIT ṕ2020 3 Ṗ
ẑ

ỄỂểỂ

1.Ể

3

Ṍ1.ểṾ

֖֪ԅԈ֛Ԑ
.ỉṌ4.ỈṾ

1.7Ṿ

7.0Ṿ

8.8
Ṍ9.2Ṿ

ỄỂễỂ

10,650 億kWh
ṕ ṧ Ṗ

＜電源構成＞

ḲỈệṾ
ỗộỒ ỄịṾ

ịṾ
ỄỊṾ

ỄệṾ

ịṾ
1ỉ%

ỈṾ

ỄỄṌỄỂṾ

ḲệỈṾ
ỗộỒ ỄỉṾ

ễṾ
ỄỈṾ

ḲệỈṾ

Ḳ7ỉṾ
ỗộỒ ễỊṾ

ỉṾ
ễỄṾ

֖֪ԅԈ֛Ԑ2.ễ
0.ỉṾ

Ỉ.Ể%

7.ỉ%

ỄỂểỊ

(kW) 導入水準
(20 年3月)

FIT 前導入量
＋FIT 認定量

(20 年3月)

ミックス
(2030 年度)

ミックスに
対する

導入進捗率

太陽光 5,580 7,990 6,400 87%

風力 420 1,160 1,000 42%

地熱 60 62
140Ṍ

155
40%

中小
水力

980 1,000
1,090 Ṍ

1,170
86%

バイオ 450 1,080
602Ṍ

728
68%

0.2Ṿ

Ṿ ỄỄṌỄỆṾ

（参考）再生可能エネルギーの導入状況
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各国の再エネ導入容量（2018 年実績）

ḲIEA 

発電電力量の国際比較（水力発電除く）

（参考）再生可能エネルギー導入状況の国際比較①

¸ 再エネ導入容量は世界第６位 太陽光発電容量は世界
第３位

¸ この6年間で約3倍

Ḳ kWh

2012 2018

309 963

EU 4,319 7,035

1,217 2,068

358 1,053

10,693 24,862

3.1 倍

1.6 倍

1.7 倍

2.9 倍

2.3 倍

175

62 56
45

28
20 13 11 9 8

0

50

100

150

200
ḲGW

730

280

134 126 123 114 100
57 53 53

0

100

200

300

400

500

600

700

800

ḲGW

ḲRenewables 2019 ṕIEAṖ

各国の太陽光導入容量（2018 年実績）
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7.9 ％

風力
5.0 ％

風力
6.2 ％
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5.1 ％

風力
5.1%

太陽光
6.0 ％

目標年 2030 2030 2030 2030 2030
2030
ṕ

Ṗ

Ṩ
ṕ

Ṗ

2020 2030

再エネ導入
目標比率

65% 60.6 Ṿ
ṕẑṖ

74Ṿ 55Ṿ 40Ṿ 32Ṿ Ṩ
ṕ

Ṗ

15%
ể

22Ṍ24Ṿ

発電量
6,370

kWh
3,309

kWh
2,720

kWh
2,880

kWh
5,766

kWh
44,339

kWh
6,543

kWh
71,855

kWh
10,512

kWh

ṕẑṖ
ể

0.7Ṿ

0.2Ṿ

6.0%

֖֪ԅԈ֛Ԑ
2.3Ṿ

（参考）再生可能エネルギー導入状況の国際比較②

イタリア(2018年) カナダ(2018年)ドイツ(2018年) スペイン(2018年)イギリス(2018年) フランス(2018年) アメリカ(2018年) 日本(2018年)

35.3%
38.2%

16.8%

16.9%

33.5%

19.6%

39.7% 66.3%

25.5%

中国(2018年)
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¸ 導入可能量は自然条件・土地条件などに依存

¸ 日本は面積あたり再エネ発電が多く、電力需要密度も
高い

（参考）再生可能エネルギー導入状況の国際比較③

6% 8%1%17 232
kWh/km2

7% 4%13 731
kWh/km2

8% 17%6%7 176
kWh/km2

5% 13%19%3 710
kWh/km2

280 kWh/km2

180 kWh/km2

96 kWh/km2

54 kWh/km2

: 10,600 kWh
: 38 km2

: 6,400 kWh
: 36 km2

: 2,900 kWh
: 30 km2

: 2,700 kWh
: 51 km2

3% 0%46%2 032
kWh/km2

71 kWh/km2

: 300 kWh
: 4 km2

0% 38%10%0 144
kWh/km2

37 kWh/km2

: 1,600 kWh
: 44 km2

17%

ṖIEA ṕ2018 Ṗ
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３．再生可能エネルギーの導入拡大に向けた課題と対応
ー 再エネの現状
ー （課題１）出力変動への対応
ー （課題２）系統容量の確保／対応
ー （課題３）系統の安定性維持／対応
ー （課題４）電源別の導入拡大に向けた課題／対応
ー （課題５）国民負担について



出力変動に関する現状・課題・対応策

【現状・課題】

Ṇ変動再エネ（太陽光・風力）は、自然条件によって出力が変動 「調整
力」が必要 火力・揚水に依存

Ṇ 再エネ電源の出
力制御が必要 九州においては既に、出力制御を実施
ẑ2019

74 ṕ1 15Ṍ24 Ṗ ṕ Ṗ4.1Ṿ

Ṇ調整力を適切に確保しないまま 出力制御率が大幅に増加

Ṯ ṯ
33% ẓ 12%
40% ẓ 24%
46Ṿ ẓ 32Ṿ

Ẇ2050 調整力の十分な確保を図りつつ、段階的に脱炭素化を図ることが重要

ü 火力発電・揚水発電を活用 連系線の増強 デマンドレスポンスの活用促
進 ṕFIP 制度の導入Ṗ

ü 2050 水素・蓄電池等の電力貯蔵技術の研究開発・コスト低減
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¸ 需要と供給を常に一致

¸ 供給側の変動 太陽光・風力等の自然変動型電源において
は、時間帯や季節、雲の通過・風向きの変化等

¸ 需要側の変動 社
会活動 気象条件等

¸ 一般送配電事業者は、時々刻々と変動する需要と供給を一致させるべく、必要な調整力（現
状は主に火力・揚水）を確保 ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

出力変動と調整力

Ⱳḧ

各周期変動のイメージ

ם

ḲNEDO Ễṕ2014 Ṗ
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¸

需要を上回る供給があった場合、再エネ電源の出力制御が必要

¸ 九州エリア 2019 出力制御実施
日74 日（1発電所あたり15 ～24 日） 変動再エネの総発電量に占める制御量の割合は
4.1 ％

¸ 出力制御を受けた発電事業者は売
電量が減少し、収益が圧迫

[ kW]

655 kW( 85%)

800

0

200

400

600

1,000

1,200

0 12 18 246

289 kW

九州エリアの需給イメージ（2020 年3月8日）

調整力が不足する場合の出力制御（九州エリアの事例）

優先給電ルールに基づく対応
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出力制御の見込み（地域間連系線の制約を考慮したケース）

¸ 出力制御の見込
みは地域によって異なる

¸各地域における現時点での接続量・接続契約申込済量ṕ Ṗが全て導入された場合
地域によっては出力制御量が

大量に発生する可能性がある

¸ ṕ 500 kWṖ
30 ～34% の出力制御

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 合計

188 576 1472 897 103 572 493 275 944 35.2 5,600

ṧ
233 1145 2536 1186 132 771 762 343 1481 44.8 8,600

ẑ

18.4%
~

13.6%
~

- -
1.4%~
1.7%

-
9.3%~
13.1%

1.7%~
3.6%

30%~
34%

- ｰ

ẑ30
ẑ 2020 3

単位：万kW

契約申込量が全て導入された場合の各地域における出力制御見込み（太陽光事業者の場合）

Ḳ ṕ2020 3 Ṗ
ṕ2019 12 Ṗ
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変動再エネの導入量と出力制御率の関係（地域間制約を考慮しないケース）

ケース① ケース② ケース③ ケース④

[GW] 64 188 254 320

[GW] 10 54 79 104

[ kWh]
1,070 3,340 4,070 4,610

11% 33% 40% 46%

0% 13% 24% 32%

¸

変動再エネの電源構成比33% のときに出力制御率が
13% 、40% のときに出力制御率24% 、46 ％のときに出力制御率は32 ％となる

¸

ṕ Ṗ
ṕ 2016 -2019 Ṗ

Ḳ2030
Ḳ2020 6 ṧ ú1ú30
Ḳ2020 6 ṧ ú1.5ú30
Ḳ2020 6 ṧ ú2  ú30

2012 2012
2018 ṕ 14% Ṗ 2030 ṕ 6%Ṗ

太陽光・風力の導入量及び出力制御率の関係性
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¸

2020 8 8 14
火力発電のトラブル等により、太陽光発電の出力減少等に伴う不足分の供給を補う

ことができず計画停電を実施( 100 kW 49 Ṗ

¸ 火力といった調整力を確実に確保していく重要性が示
唆

（参考）カリフォルニア州で生じた需給バランスの制約（計画停電の例）

Ȝ8Ṣ13

₿ Ң 14 15  22 

Ȝ8Ṣ14

14 24 ₿ Ң 15 17  21  ‖₢

14 57 49.4 kW ╢ ῧ

ṃ л Ԁ

15 25 2 ᶾᵣ  Ẓ ȧṃ л  ᶫ⁹ Ί꜡ ӊ Ԇ

18 38 3 ᶾᵣ  Ẓ ȧᶄᵰ ҳ₁

Ọ ┐ Ẍ◓ ᶄᵰ ṋӂ ‴ῤ 100 kW

19 40 ṋӂ ᵱ ӣῖ

21 08 ᵱ ȧ   2 Ẓ ⅛

Ȝ8Ṣ15

14  15 00 ϊ Ị Ọ ┐ 190 kWẌ◓

17 12 18 12 ┐ 120 kWẌ◓

18 13 ╢ ┐ 40 kW 15 kW Җ

18 16 2 ᶾᵣ  Ẓ

18 25 ṋӂ ‴ῤ 70 kW

18  3 ᶾᵣ  Ẓ

18 48 ṋӂ ᵱ ӣῖ

19 55 ᵱ ȧ   2 Ẓ ⅛

計画停電の経緯

図２：太陽光・風力の発電状況（8月14 日～15 日）

太陽光（8/14 ）

風力（8/14 ）

太陽光（8/15 ）

風力（8/15 ）
①

②

図１：需要及び実需要（8月14 日～15 日）

実需要需要

計画停電（8/14 ） 計画停電（8/15 ）

ḲPreliminary Root Cause Analysis Mid-August 2020 Heat Storm (October 6, 2020)
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1GW

100MW

10MW

1MW

100kW

10kW

1kW

1GW

100MW

10MW

1MW

100kW
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1kW

¸

¸ 火力発電・揚水発電を活用 連系線の増強による地域間の融通 デマンドレスポンスの活用
促進 再エネ発電事業者に電力需給を意識させた取組を促す

¸ 2050 調整力の脱炭素化
電力貯蔵技術（水素・蓄電池等）のコスト低減、社会実装に向けたイノベーション

＜各国の運用上のフェーズの変化（2017 →2030 年）
＞

フェーズ１：ローカル系統での調整が必要となる。
フェーズ２：系統混雑が現れ始め、需要と変動再エネのバランスが必要となる。
フェーズ３：出力制御が起こり、柔軟な調整力や大規模なシステム変更が必要となる。
フェーズ４：変動再エネを大前提とした系統と発電機能が必要となる。
フェーズ５：変動再エネの供給が頻繁に需要を上回り、交通や熱の電化による柔軟性
確保が必要になる。
フェーズ６：変動再エネの余剰・不足がより長い時間軸で発生し、合成燃料や水素等に
よる季節貯蔵が必要になる。

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

電力貯蔵技術の各方式の出力・放電時間

各調整力に必要な出力・放電時間

調整力の確保に向けた取組

ḲIEA World Energy Outlook 2018 ḲIEA Technology Roadmap Hydrogen and Fuel Cells 
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¸

① 系統用蓄電池Ḳ ṕ2.3 /kWh Ṗ

② 水素Ḳ

③ デマンドレスポンスḲ

調整力の確保に向けた取組

ṕ 25 Ṍ 31 Ṗ

Ḳ20,000kW
Ḳ20,000kWh

Ḳ15,000kW
Ḳ60,000kWh https://sii.or.jp/vpp31/uploads/

B_1_1_kepco.pdf

ṕ ṊPower - to -GasṖ

ṕ Ṗ 47



FIT
価格が一定で、収入はいつ発電しても同じ

→ 需要ピーク時（市場価格が高い）に供給量を増やす
インセンティブなし

FIP 補助額（プレミアム）が一定で、収入は市場価格に連動

→ 需要ピーク時（市場価格が高い）に蓄電池の活用などで
供給量を増やすインセンティブあり

※補助額は、市場価格の水準にあわせて一定の頻度で更新

１日の電力需要と
太陽光発電の供給量

¸

¸ 太陽光・風力等の導入支援にあたっては、従来のFIT 制度から、電力市場と連動した支援制
度であるFIP 制度

再エネ事業者に電力需給を意識させる取組（市場連動型の導入支援）
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３．再生可能エネルギーの導入拡大に向けた課題と対応
ー 再エネの現状
ー （課題１）出力変動への対応
ー （課題２）系統容量の確保／対応
ー （課題３）系統の安定性維持／対応
ー （課題４）電源別の導入拡大に向けた課題／対応
ー （課題５）国民負担について



系統容量の確保に向けた現状・課題・対応策

【現状・課題】

Ṇ 北海道・東北に集中 ṕ Ṗ 系統
容量（連系線や基幹系統）を確保

①北海道と東北の連系線
90 kW(0.9GW) 120 kW(1.2GW)

ẑ 2030 年までに1,000 万kW 、2040 年までに3,000 万kW

500 kW

②域内の基幹系統

Ẇ レジリエンスの強化・分散型再エネ導入の観点マイクログリッドの構築配電ビジネスの促進

ü マスタープランを策定 増強費用を全国で支える仕組み

ü 「ノンファーム型接続」の全国展開再エネが石炭火力等より優先的に基
幹系統を利用 利用ルールの見直しを検討

ü 50



Ṗ2020 9 23 18

（参考）再エネ適地の偏在性／基幹系統の混雑状況

ṖNeoWins ṕNEDOṖ
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（参考）地域間連系線の整備状況

Ḳ
60 kWἲ 90 kWṕ2019 3 Ṗ
90 kWἲ120 kW ( )

Ḳ181 kW

Ḳ415 kWḲ237 kW

Ḳ120 kW

Ḳ140 kW

Ḳ250 kW

Ḳ120 kWἲ210 kW(2020 )
(50/60Hz ) ἲ300 kW(2028 )

Ḳ
573 kWἲ1028 kW

(2027 )

Ḳ30 kW
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¸

¸ 両端のエリアにおいて増強費用を負担をすることが
原則であった 再エネポテンシャルの高いエリアほどその増強の負担が大きくなるという構造

¸ 将来の電源ポテンシャルを踏まえたプッシュ型のマスタープランを策定した上で、増
強費用を全国で支える仕組み ṕ CO2 Ṗ

再エネ特措法上の賦課金方式の活用等の仕組み（全国調整スキーム）エ
ネルギー供給強靱化法において実現

全国の託送料金

再エネ特措法の
賦課金方式

○社会的便益（効果：３E)

ể.
ṕ Ṗ

Ễ.CO2

ễ.
ṕ Ṗ

ẑ

ẑJEPX( )

各地域の託送料金

広域系統長期方針
Ṭ 基本的な方向性

事業者が送電網を整備
(全国調整スキームによる費用分担)

広域系統整備計画
Ṭ費用対効果分析 主要送電線の整備計画

“マスタープラン”
広域機関が策定し、
国に報告

ṧ

系統整備に向けた取組（マスタープランに基づく計画的整備）
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¸ 早期の再エネ導入を
進めるための方策の１つ 2019 送電線混雑時の出力制御を条件に新規接続を許
容する「ノンファーム型接続」を試行的に実施

¸ 2019 年9月から千葉エリア 2020 年1月から北東北エリア及び鹿島
エリア 2021 年中の全国展開

ノンファーム型接続の全国拡大による既存系統の活用
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¸ 現在、ノンファーム型で接続している再エネは、系統混雑時の制御を条件に接続する電
源であり、系統混雑時には非効率な石炭火力を含む先にファームで接続している電源
に劣後し、出力制御を受ける 大規模な再エネの潜在容量も多い系統
では、再エネの接続により、将来的に多くの出力制御が発生する

通常時 混雑時

出力制御
ノンファーム型接続の

再エネ

先に接続していた石炭火力等

送電可能
出力制御を受ける

ἲ2021 年中に全国展開 ἲ見直しを検討

基幹送電線利用ルールの見直し
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¸ レジリエンス向上地産地消型のエネルギー供給
先例モデル構築に取り組み

配電事業等を位置づけ

主要送配電網

一般送配電事業者と自治体、民間事業者が連携
6 民間事業者が一般送

配電事業者の配電網を活用し系統運用を行うことができる配電事業ラ
イセンス

事業実施・検討を円滑化
災害に強いまちづくり

案件毎に整理が必要

＜地域マイクログリッド構築支援事業＞ ＜配電事業・指定区域供給制度＞

ẑ
コンソーシアム体制による運用 ẑ

配電事業者による運用

ẑ指定区域供給制度による運用

地域マイクログリッドの構築支援
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３．再生可能エネルギーの導入拡大に向けた課題と対応
ー 再エネの現状
ー （課題１）出力変動への対応
ー （課題２）系統容量の確保／対応
ー （課題３）系統の安定性維持／対応
ー （課題４）電源別の導入拡大に向けた課題／対応
ー （課題５）国民負担について



系統の安定性維持に向けた現状・課題・対応策

【現状・課題】

Ṇ系統の安定性を維持 周波数等※の維持

ẑ

Ẇ 慣性力（タービンが回転し続ける力） 慣性力
を有さない変動再エネ等の非同期電源比率が一定水準を超えると、ブラックアウトの可能性が急増

ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ṕ Ṗ ṕ Ṗ

Ẇ

アイルランド
瞬間的（ピーク時の）非同期電源比率が75% を限度に運用 2020

ἲ再エネの電源比率（kWh ）は、40% を目標として設定

日本国内における分析事例ṕ Ṗ
瞬間的（ピーク時の）同期電源比率が70% 超 2GWṕ 2 Ṗ

⇒変動再エネの電源比率（kWh ）は、概算で年間約30 ～40%

ü ṕ ṕPCSṖṖ

ü
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¸ ṕ Ṗ
V 太陽光,風力,蓄電池などの非同期電源は、50Hz 60Hz

周波数を維持する機能を持たず
離脱ṕ Ṗ

V 火力、原子力、水力などの同期電源（50Hz や60Hz の回転速度で回る電源）は、
ṕ Ṗ 同じ周期で回転を維持
する力（慣性力）が働く 発電を継続し、
周波数を維持する機能を有する

10 kW10 kW

10 kW10 kW

供給需要 発電機
トラブル発生

耐える力
( )

離脱
ṕ Ṗ

立て直す力
ṕ Ṗ

慣性力の減少と停電リスク
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50

ṕ Ṗ

慣性力による

¸

¸

（参考）慣性力不足によるブラックアウトが発生するイメージ
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（参考）慣性力確保にかかる海外事例

国名 対策の内容

Å

Å ( )

Å ṕ Ṗ
Å ( )

( )
Å 2020
Å ( )

¸ アイルランド 再エネkWh 比率を2020 年に40% 、2030 年に70% を目標

ṕ 2020 75% 2030 95% Ṗ

¸ 慣性力に関する技術的課題を抽出 グリッドコードの見直し（周波数変化率

0.5Hz/s→1.0Hz/s試験運用等）

¸ イギリス テキサス州

Ḳ ӵ ệệ ễӶ

諸外国における対策の内容
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（参考）東京・東北エリアにおける「再エネ導入と停電リスク」に関する分析

¸ 50Hz ( )

¸ ṕ Ṗ

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

[Hz/ ]

45%

50%

60%

再エネ増加に伴う慣性力不足で
ブラックアウトの可能性が増大

緊急時における変動再エネẑ1の瞬間的な比率(kW) 比率

70% ẓ
年間kWh ベースで

30 40%

ẑ2

ẑ1 
ẑ2 70%
ẑ31

ẑ3

Ḳ ӵ ệệ ễ P51Ӷ
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PCS MG

慣性力確保に向けた取り組み

¸ 電力から物理的な回転を生み出

すための機械装置 高コスト

ẑ

MG

¸ PCSに擬似的な慣性力を提供するシステム

を具備 PCS

¸ 系統に接続する

電源に必要な要件の検討

慣性力を確保するための各技術のイメージ

PCS

PCS

PCS
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64

¸ 調整力
のある火力発電による供給が減少

需要側での系統安定化対策も重要

¸ エアコン 供給側の周波数低下時等に自動で出力を抑制する機能が搭載
系統の安定化に貢献することが期待

①
周
波
数
低
下

③負荷遮断
（UFR）

②自動出力抑制

■機能のイメージ

ẑ周波数が0.8Hz 以上低下した場
合に、エアコンの消費電力を自動で
5％低下させ、10 分間保持する機
能が搭載

ẑエアコン負荷が夏期の総需要に占
める割合は約30 ％であり、大幅な
周波数低下時に電力系統の安定
化に貢献

（参考）自律分散型負荷制御機能付エアコンによる系統安定化対策



３．再生可能エネルギーの導入拡大に向けた課題と対応
ー 再エネの現状
ー （課題１）出力変動への対応
ー （課題２）系統容量の確保／対応
ー （課題３）系統の安定性維持／対応
ー （課題４）電源別の導入拡大に向けた課題／対応
ー （課題５）国民負担について
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5,000
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9,000

FIT 2020.3 2020.3 2030

太陽光発電の動向

¸太陽光発電 FIT 日本は世界３位の導入容量

¸エネルギーミックス（6,400 万kW ） FIT ṧFIT 7,990
万kW 5,580 万kW

¸利潤配慮期間終了後、認定量は毎年430 万kW程度で推移。

1,603 

2,539 

1,121 

538 

321 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

＜2019 年度末の太陽光発電の認定量・導入量＞

※  改正FIT法による失効分（2020年3月時点で確認できているもの）を反映済。

FIT前導入量
560万kW

FIT前+FIT認定量
7,990万kW

FIT前+導入量
5,580万kW

6,400万kW

5,500万kW

900万kW

4,330万kW

690万kW

6,720万kW

710万kW

2020
21

or 12,13

調達価格
（万kW）

2012
42
40

＜太陽光発電の認定量・導入量推移＞

ṕ kWṖ
ṕṌ2015.6 Ṗ

7

※  認定から導入までタイムラグが生じる点に留意
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太陽光の導入拡大に向けた課題と取組

地上 【自然面での課題】
日射量が大きくない

ἲ 18% 19% UAE19% 15%

平地面積が少なく
ἲ 70% 30% 35% 2

適地が減少し、コストが増加していく懸念
ἲ

【社会面での課題】
地域でトラブル

ἲ

農地利用との調和確保
ἲ 2,000 76% 69%

屋根
置き

【自然面での課題】
日射量が大きくない

【社会面での課題】
初期投資負担・屋根構造等

ἲ ZEH 5 1

屋根強度不足
ἲ

ü ṕ Ṗ
ü ṕ FIP Ṗ
ü ṕ Ṗ
ü ṕ Ṗ 67



¸ 自然環境に大きく依存

¸ 日本は15 ％程度 スペイン（18 ％）
米国（18 ％） インド（19 ％） UAE（19 ％）などでは、高い水準 ṕ ểṾ kWh

ể Ṗ

ẑ IEA http://iea.org/reports/solar - energy -mapping - the - road -ahead
ẑ Bloomberg NEF FIT ṕ Ḳ2018 6 -2019 5 Ṗ

ドイツ
(11%)

日本
(15%)中国

(16%)

イタリア
(16%)

UAE
(19%)

米国
(18%)

インド
（19 ％）

スペイン
(18%)

イギリス
(11%)

課題：日射量
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33.8
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40.3

41.3

46.9

49.8

63.7

68.4

68.5

73.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

【地上】 課題：適地が限定

¸ 国土の約70% は森林 ドイツやスペインの約２倍

¸ 2MW 以上の案件は相当数
あった 近年、大幅に減少傾向

¸ 平地は 導入できる地域が限られている

世界各国の森林率（国土面積に占める森林面積の割合） 規模別認定量の推移

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

50kW 50kW 2MW 2MW

ẑ2MW

約２倍

ṕ ṖFAO Global Forest Resources Assessment 2015 ṕ ṖFIT
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¸ パネルの価格は減少傾向で推移 工事
費部分は下げ止まり

¸ 土地造成費と接続費は増加
より多くのコストが必要となる

¸ 30 ％から
31% に増加した際土地造成費と接続費は2.1 円から3.7 円に上昇

【地上】 課題：太陽光発電のコスト

太陽光発電に係る土地造成費＋接続費設置年別 資本費内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0% 10% 20% 30% 40%

ṧ
ṕ

/k
W

h
Ṗ

ṕkWṖ/ ṕkWṖ
Ṗ

工事費 7.3 7.2 7.2 6.8 6.6 6.4 6.4

20.8 21.0
18.9

18.0
16.8

15.9
14.1

4.7 5.0

4.8
4.7

4.4
4.3

4.1

3.7 3.7

3.4
3.2

3.1
2.9

2.8

3.9 1.4

1.4
1.6

1.6
1.8

1.9

0.3
0.4

0.6
0.7

0.8
0.7

0.7

0.8
0.8

0.9
1.0

1.0
1.0

1.0

0.2

0.1

0.2
0.2

0.1
0.1

0.1

-3.4
-4.3 -3.6 -3.0 -2.7

-2.8
-2.7

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

60,076件 100,472件 89,681件 56,214件 43,236件 33,612件 15,545件

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

（万円/kW）

ṕ Ṗ
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【地上】 課題：地域でのトラブル

ṕ

Ṗṕ2015 7
1 Ṗ

ẓ 
市長への届

出と市長の同意が必要
ẑ 

Ṯ ṯ

災害に起因した太陽光発電設備に係る被害例

¸ 安全面の不
安 景観や環境への影響等 太陽光発電設備の廃棄対策等

¸ 一定規模以上の開発に対して届出等を義務付ける等の条
例を定める

景観に影響を及ぼしている事例
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【地上】 課題：農地利用の推進

¸ ṕ営農を継続しながら太陽光発電を行う形態Ṗ
特定の基準を満たせば農地の一時転用 足下で累計

2,000 件と徐々に広がりつつある

¸ 担い手以外が営農しているケースは76% 栽培作物
を変更したものが69%

特徴的な作物を栽培する農業を行う

ソーラーシェア累積件数（件）

96

400

773

1184

1511

1992

0

500

1000

1500

2000

2013 2014 2015 2016 2017 2018

下部農地での営農者の区分（件） 下部農地での栽培作物（件）

173 26

403
358

ṕ89% Ṗ

310 234

211 122

12 8

553
447

ṕ81% Ṗ

252 129

1,914
1,324
ṕ69% Ṗ

1,464 76%

450 24%

Ṗ
ṕ ễỂ Ṗ
ẑ 2018

ṕ Ṗ 72



①安全面の不安払拭
ü 電気事業法に基づく技術基準の適合性に疑義ある案件への取締りṕ2019 ṌṖ
ü 斜面設置に係る技術基準見直しṕ2020 Ṗ
ü 小出力発電設備の所有者等を報告徴収の対象化 ṕ2020 Ṗ

③地元との共生に向けた取組
ü 条例を含めた関連法令の遵守、住民との

適切なコミュニケーションの努力義務化ṕ2017 Ṗ
ü 条例等の先進事例を共有する情報連絡会の設置により、自治体での条例策定等の自律的な

制度整備を支援ṕ2018 ṌṖ
ü FIT 認定情報の公表拡充 ṕ2020 Ṗ
ü 地域に価値をもたらし、地域で必要とされる再エネ導入の支援ṕ Ṗ

②太陽光発電設備の廃棄対策
ü 廃棄等費用の積立計画と進捗状況の報告を求め ṕ2018 Ṗ
ü 廃棄等費用の外部積み立て義務化 ṕ2020 Ṗ

導入拡大に向けた取組：地域の懸念への対応
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¸ ZEH 大手ハウスメーカーでは約5割 中
小工務店では1割未満と低水準

¸

初期投資費用の負担軽減等が課題

¸ 耐荷重や屋根の向き等の屋根構造

【屋根置き】 課題：住宅向けの普及への課題

新築注文住宅のZEH化率の推移 太陽光発電設備の導入を希望しない理由

40

0

10

20

30

50

4.7%

34.4%

27.4%

(%)

11.9%

2016

6.2%

15.4%

2017

42.4%

7.6%

19.2%

2018

︣

Ῥ

2019

ˢ8Ὦ Ⱳ ˣ

8.5%

47.9%

20.5%

Ṗ 29

ẑ
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【屋根置き】 課題：非住宅向けの普及への課題

¸既存の工場・倉庫等の建物については耐荷重が小さく太陽光パネルの設置が困難

¸ 壁面や窓等、これまで太陽光パネルを設置していなかった箇所への導入が期待される

¸ 軽量かつ柔軟な次世代太陽電池の開発・低コスト化

耐荷重の低い屋根のイメージ

ü

ビル等の壁面への設置イメージ

Ṗ
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¸ 従来の技術では太
陽光発電を利用できなかった場所ṕ Ṗ
を利用可能とするため、更なる発電効率の向上、軽量化、曲面追従化等が課題

¸ 立地課題を克服可能な次世代太陽電池（ペロブスカイト等）の開発
導入量の拡大が可能

導入拡大に向けた取組：次世代太陽電池の開発

Ḳ

ṕ Ṗ

Ḳ

ṖNEDOṖNEDOṖ

Ḳ
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風力発電の動向

¸ エネルギーミックス（1,000 万kW ） FIT ṧFIT
1,160 万kW 420 万kW 100 kW

¸ ①大量導入 ②コスト低減③経済波及効果

ṕ kWṖ

47 
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134 
145 

177 

0

50

100
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200

250

300

＜2019 年度末の風力発電の認定量・導入量＞

※  改正FIT法による失効分（2020年3月時点で確認できているもの）を反映済。

FIT前導入量
260万kW

FIT前+FIT認定量
1,160万kW

830万kW

80万kW

FIT前+導入量
420万kW

160万kW

1,000万kW

2012年度
陸上 22円

2020年度
陸上 18円
洋上 入札制or36円

調達
価格

（万kW）

＜風力発電の認定量・導入量推移＞

※  認定から導入までタイムラグが生じる点に留意
※ 認定量増加の要因は、業界団体や事業者へのヒアリング結果

を踏まえたもの。 77



風力発電導入拡大に向けた課題と取組

陸上風力 【自然面での課題】
平地面積が少なく
ἲ 6m/s ṕ Ṗ

【社会面での課題】
景観や環境への配慮 土地の確保
ἲ 8

ἲ ệỂ ṕ Ṗ 3

洋上風力 【自然面での課題】
遠浅の海が少なく、適地が限定的。
ἲ 7,200 1/8

【社会面での課題】
先行利用者及び地域との調整が必要

ἲ

ü ṕ Ṗ
ü

ü
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【陸上風力】 課題：適地が限定

¸ 6m/s ドイツでは北部の平地を中心に広く国土に広がっている
日本は沿岸部及び山地

¸ 安価な陸上風力発電の大量導入 進みにくい

日本と欧州における風況の違い

（出所）NEDO局所風況マップ50m高さでの風速分布（日本）

50m高さでの風速分布（ドイツ）

日本と欧州各国の国土比較（同縮尺）

Ṗ
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【陸上風力】 課題：景観や環境への配慮／用地取得の困難化

¸ 約8割が風力案件に集中

¸ 50 所有者が不明の可能性がある土地
が約3割

相続登記の状況環境大臣意見提出件数の割合

Ṗ

32%

0 10 20 30 40 50 60 70

30

29

28

27

26

55 ṕ83% Ṗ 11 17% Ṗ

56 ṕ85% Ṗ 10 ṕ15% Ṗ

44 ṕ71% Ṗ 18 ṕ29% Ṗ

41 ṕ70% Ṗ 18 ṕ30% Ṗ

34 ṕ68% Ṗ 16 ṕ32% Ṗ

Ṗ
ẑ

ẑ ễỂ 55 ệ Ễ ể
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¸ ṕ Ṗ イギリスの約1/8 （イギリス
54,000 ㎢、日本約7,200 ㎢ ） ẑ

¸ 海底地形が急深な

Ṗ (2018.3. )

5,636 

4,934 

6,782 

16,232 

18,822 

38,068 

1,349 

2,308 

5,464 

7,262 

9,862 

11,327 

186 

807 

2,709 

2,348 

5,654 

4,441 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

0-10km 10-20km 20-30km

25,868

14,955

8,715

7,171

0-30km
0-30m

7m/s

53,838

34,335

【洋上風力】 課題：適地が限定

約1/8
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【洋上風力】 課題：地域との合意形成

¸ 海底地形上の制約が少ない 一定の離岸距離を確保した場所

¸ 水深がすぐ深くなる場所が多いこと「共同漁業権区域」ṕ ễṌệkm
Ṗ 離岸距離の近い

海域での案件が多い。

¸ 景観や騒音などの面 より丁寧な地元調整
案件形成が困難であったり、時間を要するケースが生じている

82

欧州における洋上風力プロジェクトの離岸距離

ṖIEA, Offshore Wind Outlook 2019

日本における着床式案件
の離岸距離

4km

ṕ Ṗ
4km

ṕ Ṗ
5km

10km

ṕ Ṗ



①都道府県等
からの情報収集

②有望な区域等
の公表

④促進区域の
指定

③協議会の組織
風力/地質調査

⑤公募による
事業者選定

⑥FIT認定30年間
の占用許可

⑦事業の開始

【
プ
ロ
セ
ス
】

導入拡大に向けた取組：再エネ海域利用法に基づく案件形成

ü 2019 7 一定の
準備が進んでいる区域（11 か所）、有望な
区域（うち４か所）について、初めて公表。

ü Ệ 長崎県五島市沖 昨年
12 月に促進区域に指定 2020 6月より、
事業者の公募を開始 3か所（秋田2か
所、千葉１か所） 本年7月21 日に
促進区域として指定。

ü 7 ễ 一定の準備が進んでいる区域
（10 か所）、有望な区域（うち4か所）につ
き２回目の公表。

¸ ṕ 再エネ海域利用法
2019 年４月１日施行Ṗ ①海域利用に関する統一的なルールがない②先行利用者との調整の枠組が
不明確 ③高コスト

¸ 促進区域を指定 十分な占用期間（30 年間）の確保 関係者による協議会
地元調整の円滑化 事業者を公募・選定 コスト競争の促進

促進区域として4か所指定
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¸ 競争力を強化し、コスト削減 コストが高いままでは、国
民の理解が得られず、継続的な案件形成が困難。

¸ 投資拡大について 日本の市場拡大の見通しが見えない
と投資を躊躇

¸ 洋上風力の導入拡大と競争力強化・コスト低減を同時に実現していく「好循環」を形成官民が
集い対話する協議会を設置（７月１７日に第１回を開催）。「洋上風力産業ビジョン（仮称）」
ẑṕ Ṗ Ḳ

Ḳ

Ḳ ệ

Å

Ẇ 10 100 kW/ 2040 3000 kW

Ẇ ṕ Ṗ

協議会での論点 業界・事業者からの意見

Ẇ
2030 年にかけては100 万kW ×10 年、2040 年には3000 万kW ～4500 万ｋW

Ẇ洋上風力関連産業（風車製造工場等）の誘致
Ẇ 低コスト化に向けた技術の確立が必要

Ẇ直流送電も含めた系統整備を適切に実施して欲しい
Ẇ導入見通しに応じた、計画的な港湾整備が必要

ṕ Ṗ Ẇ ８～９円/kWh を目指す

導入拡大に向けた取組：官民協議会を通じた投資促進
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＜2019 年度末の地熱発電の認定量・導入量＞

（万kW）

※  改正FIT法による失効分（2020年3月時点で確認できているもの）を反映済。

FIT前導入量
52万kW

FIT前+FIT認定量
62万kW

6万kW
5万kW 3万kW

5万kW

FIT前+導入量
60万kW

140~155万kW

2012年度
大規模 26円
小規模 40円

2020年度
大規模 26円
小規模 40円

調達価格

＜地熱発電の認定量・導入量＞
ṕ kWṖ

¸ 世界第3位の地熱資源量ṕ2,347 万kWṖ

¸ エネルギーミックス（140 万～155 万kW ） 2020 3 FIT
ṧ 60 万kW ṕFIT ṧFIT 62 万kWṖ

※  認定から導入までタイムラグが生じる点に留意



86

地熱発電の導入拡大に向けた課題

【自然面での課題】
開発リスク及び開発コストが高い。

ἲ

地熱資源は火山地帯に偏在 適地が限定的
ἲ

【社会面での課題】
地元の理解促進が必要不可欠

ἲ

関係法令の規制 地域によっては過大な対応が求められる
ἲ

ü

ü

ü

ü ṕEGSḲEnhanced Geothermal Systems Ṗ



課題：高リスク・高コスト

¸ 複数の掘削調査が必要 掘削に時間を要す
る 地熱開発に係るリスク及びコストが高い

¸ 精度の高い探査技術の開発 掘削性能が高い掘削技術の開発
JOGMECによる先導的資源量調査や地表・掘削調査への助成支援、出資・債務保証

【主要国の地熱資源量及び発電設備容量】

ṕ ỰỢṖ ṕ ỰỢṖ

3,000 372

2,779 186

日本 2,347 ６０
（2020 年3月時点）

700 68

600 193

600 92

580 71

500 1

365 98

327 92

300 0

ṖJICA ṕ 22 Ṗ ṕ ỄỂ
Ṗ

【地熱開発に係るコスト】 【地熱開発に係る技術開発の例】

PDCビットドリル
ṕ 2 5

Ṗ

弾性波探査
ṕ

Ṗ

Ḳ

Ḳ3 kW

ṕ Ṗ

ṕ71%Ṗṙ183 Ṛ

ṕ28 %Ṗ

ṙ73 Ṛ

ṕ3%Ṗ
ṙ2 Ṛ

ṕ97% Ṗ
ṙ71 Ṛ

調査・開発 73 億円

2

うち抗井掘削 71 億円

3

183

259

ṕ

Ṗ

ṮJOGMEC
ṯ
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課題：適地が限定／規制の存在

¸ 適地が限定的
関係法令の規制が存在 許認可手続に時間を要する

¸ 規制の運用改善等
¸ 斜め掘り技術

【地熱のポテンシャルイメージ（主な地熱発電所）】

ẑJOGMECṕ Ṗ

【自然公園法の運用に関する具体例】

ἲ

【斜め掘り技術の概要】

地下を斜めに掘る
技術
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課題：地元理解の促進

¸ 地元での理解が必
要不可欠 温泉への影響に係るモニタリング等の調
査 地熱開発による恩恵を地域に還元する取組

【温泉事業者等からの不安・懸念の声】 【地元理解促進の取組】

Ṋ

ṕ Ṗ

ü 地熱反対派で
はなく、地熱心配派 無秩序な
開発の懸念のある事業者に対し警戒
感

ü

温泉モニタリングの徹底 自治体主
導の協議会での客観的な議論 過
剰採取の規制 セーフティネットの
構築

ü 地熱関係者と温泉関係者の双方の
対話、歩み寄りが重要
JOGMEC

ẑJOGMECṕ Ṗ

ṕ Ṗ

Å

11

Å

ṕ
Ṗ
ṕ

Ṗ

ṕ

Ṗ 89



導入拡大に向けた取組：既存の取組の継続・強化

¸2030 地表調査・掘削調査への支援強
化 地元の理解促進 規制の運用改善等

課題 課題克服のための対応

【自然面での課題】

開発リスク及
び開発コストが高い

開発・運転の効率化等に資する技術開発
JOGMEC ポテンシャル調査の実施地表・掘
削調査事業への補助 出資・債務保証

地熱資源は火山地帯に偏在 適地
が限定的

斜め掘り技術

【社会面での課題】

地元の理解
促進が必要不可欠

情報連絡会等の開催支援 有識
者の派遣 モデル地区の選定・発信

関係法令の規制
地域によっては過大な対応

が求められる
規制の運用改善等
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導入拡大に向けた取組：地熱発電の抜本的導入拡大のための革新的技術

¸2050 地熱発電の抜本的な拡大 地熱貯留
層の無い地域等においても、地熱ポテンシャルを最大限に活用するための革新的な技術
を利用した地熱開発（EGS（※））について検討していくことが必要

ṕẑṖEGSḲEnhanced Geothermal Systems

ü高温岩体地熱発電技術

蒸気が存
在しないために開発を行えなかった地域 配管
に水を注入することにより蒸気を人工的に発生

ṕ Ṗṕ Ṗ

【高温岩体地熱発電（Uループ方式）のイメージ】

ü超臨界地熱発電技術

マグマ起源の高温かつ高圧な超
臨界状態の水 より大規
模な発電を可能

地下4～5km 、400 ～500 ℃
の環境を想定ṕ
1~3km 200Ṍ300ṹṖ

【超臨界地熱発電のイメージ】

【革新的な地熱開発の技術（EGS）の例】
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中小水力発電の動向

¸水力発電 地域共生電源

¸ エネルギーミックス（1,090 万～1,170 万kW ） FIT ṧ
FIT 1,000 万kW 980 万kW

※  改正FIT法による失効分（2020年3月時点で確認できているもの）を反映済。
※  新規認定案件の80%は既存設備の更新と仮定

＜2019 年度末の中小水力発電の認定量・導入量＞

FIT新規
認定分

FIT前導入量
960万kW

（万kW）

既存設備更新
100万kW

10万kW

40万kW

FIT前+FIT認定量
1,000万kW

FIT前+導入量
980万kW

1,090~1,170万kW

2012年度
新設 24~34円

2020年度
新設 20~34円
リプレース 12~25円

調達価格
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＜中小水力発電の認定量・導入量推移＞

ṕ kWṖ

FIT

20万kW
10万kW

※  認定から導入までタイムラグが生じる。
※ 認定量増加の要因は、業界団体や事業者へのヒアリング結果

を踏まえたもの。

ṕ Ṗ
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中小水力発電導入拡大に向けた課題と取組

【自然面での課題】
小規模化

ἲ ṕ 12GWṖ 91% 1 kW ṕ Ṗ

奥地化 開発リスクの増大
ἲ12GW 0.25GW(25 KWṖ

【社会面での課題】
既存権益者（水利権者・漁業者など）との協議や環境調査（猛禽類生息調査等）

ü
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課題：適地減少／小規模化／高コスト

¸技術的に利用可能な水力ṕ ) 約12 GW 9割以上が1万kW 未満の中小水力

¸ 開発工事が困難な案件が多く
25 kW( 0.25GW)

¸ FIT 20Ṍ34

河川における包蔵水力未開発地点件数（一般水力）

Ḳ ṕễể ễ Ṗ

それ以外の出力
9%

（248件）

1万kW未満
91%

（2,432件）

É 11.9GW
É 19 kW
É 6 kW
É

6 地権者対応
猛禽類等の環境調査 軟弱地盤補強工事 当初計画
から約3年の遅れ

急峻な河川上流部・奥地
取水堰堤までのアクセス道路・導水路を一体化したトンネルを

建設・設置。 100

規模／年度 2012 2020

5,000kW 3 kW 24 20

1,000kW 5,000kW 24 27

200kW 1,000kW 29

200kW 34

中小水力発電の調達価格推移
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導入拡大に向けた取組：新たな中小水力発電案件の創出

¸

¸

Ḳ Ḳ

Ḳ199kW
Ḳ

ễ

ẑ Ḳ

Ḳ

Ḳ1,990kW
Ḳ

ẑ
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FIT 2020.3 2020.3 2030

バイオマス発電の動向

¸バイオマス発電 エネルギー自給率向上災害時などにおけるレジリエンスの向上
地域の経済・雇用への波及効果が大きい

¸エネルギーミックス（602 ～728 万kW ） FIT ṧFIT
1,080 万kW 450 万kW 2016 Ṍ2017

FIT 50 kW

（万kW）

FIT前導入量
230万kW

FIT前+FIT認定量
1,080万kW

110万kW

740万kW
FIT前+導入量

450万kW

80万kW

140万kW

602~728万kW

538万kW

RPS
127万kW

＜2019 年度末のバイオマス発電の認定量・導入量＞

2012年度
一般木材等 24円

2020年度
一般木材等 入札制or24円

調達
価格

414 

172 

18 14 

0

50

100

150

200
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300

350

400

450

500

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

＜バイオマス発電の認定量・導入量推移＞

ṕ kWṖ

ẑ  FIT ṕ2020 3 Ṗ ẑ  

※  認定から導入までタイムラグが生じる点に留意
※ 認定量増加の要因は、業界団体や事業者へのヒアリング結果

を踏まえたもの。
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バイオマス発電導入拡大に向けた課題と取組

【自然面での課題】
利用できるバイオマス資源は限定的
ἲ 800 ṕ 32 kw Ṗ

輸入材を中心に 燃料の持続可能性の確保
ἲ 7

【社会面での課題】

コストが高止まり
ἲ コスト全体の7割

ü ṕ Ṗ
ü

ü
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課題：安定供給／持続可能性

¸国内木質燃料の間伐材は 利用量に限り

¸ ỉ PKS
国外への依存が顕著

¸ 原料の安定確保 持続可能性を考慮する必要

82 99 
134 

181 

280 

445 

603 624 

800

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2025

( m3)

間伐材等由来の木質バイオマス燃料利用量

32 kW

一般木材等・バイオマス液体燃料のFIT 認定内訳（設備容量）

98

国内調達及び輸入
76%

国内調達のみ
24%

出典）FIT認定情報より作成

出典）「林業・木質バイオマス発電の成長産業化に向けた研究会」資料より作成



課題：高コスト

¸ FIT 制度導入以降
調達価格が変わっておらずコストの低減が進んでいない。

¸ 燃料費がコストの７割 コスト低減余地が限定的

ẑể
ẑỄ

FIT GHG
GHG

FIT
ẑễ ṕ Ṗ 2019 ṕ

2021 Ṗ FIT 2018 ṕ 2020
Ṗ FIT

出典）平成25年度木質バイオマス利用支援体制構築事業
「発電・熱供給・熱電併給推進のための調査」

バイオマス発電の調達価格推移

原料／年度 2012 2020

24

24

32 32
40

39

17

13
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¸持続可能性 バイオマス燃料の安定的な供給拡大発電事業のコスト低減

¸森林資源の持続的活用（早生樹・広葉樹の活用を含む） 熱利用の推進等

（６） その他
ü

（４） 木質バイオマス燃料の加工・流通・利用の在り
方・実態把握
ü

ü

（５） 既存の木材利用との競合に係る懸念の払拭
ü

ü

（１） 森林資源の持続的活用（広葉樹・早生樹の活用を含む）
ü

üṕaṖ
üṕbṖ
üṕcṖ

（２） 木質バイオマス熱利用の推進
ü

（３） 木質バイオマス燃料の品質安定化
ü

研究会のとりまとめ概要

導入拡大に向けた取組：新たなビジネスモデルの創出
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導入拡大に向けた取組：持続可能性基準の整備

Ⅰ．FIT 制度下における持続可能性評価基準（2019 年11 月中間整理）

¸ FIT 制度の支援の前提 「持続可能性」が
確保されていることを要件化

¸ FIT 項目（「環境」「社会・労働」・「ガバナンス」等）
基準 ライフサイクルGHG 食料競合

項目 主な評価基準

環
境

温室効果ガス（GHG）
等の排出・汚染削減

⇒ GHG等の排出や汚染の削減の計画を策定し、
その量を最小限度に留めるよう実行。
※ GHG等の排出削減については、検討を継続。

土地利用変化への配慮 ⇒ 現地国の原生林・泥炭地の乱開発防止等の確保

生物多様性の保全 ⇒ 保護価値の高い生息地の維持・増加の確保

社
会

労
働

社会への影響
労働の評価 ⇒ 農園の土地に関する適切な権原や労働環境等の確保

ガ
バ
ナ
ン
ス

法令の遵守 ⇒ 国内外の法令遵守

情報の公開 ⇒ 透明性の確保の観点から、発電事業者等による情報公開

認証の更新・取消し ⇒ 適切な運用担保の観点から、
第三者認証運営機関による認証の取消・更新規定の整備

サプライチェーン上の分別管理の担保⇒ 認証燃料と非認証燃料が混同することのない分別管理

認証における第三者性の担保 ⇒ 認証機関の認定及び認証付与プロセスの第三者性担保

Ẋ FIT 持続可能性の考え方
Ṅ 社会情勢の変化に応じて、見直しを検討

ẑ
Ṭ2021 ễ Ṭ2022 ễ

確
認
の
対
象

主産物
⇒ 農園から発電所までの

サプライチェーン（SC）

副産物
⇒ 燃料としての発生地点から

発電所までのSC

確
認
の
主
体

海外 ⇒ 第三者認証で確認

国内 ⇒ 引き続き農林水産省が確認

確認の時期
⇒ 新規認定・変更認定時に確認
⇒ 第三者認証更新時に継続的確認
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３．再生可能エネルギーの導入拡大に向けた課題と対応
ー 再エネの現状
ー （課題１）出力変動への対応
ー （課題２）系統容量の確保／対応
ー （課題３）系統の安定性維持／対応
ー （課題４）電源別の導入拡大に向けた課題／対応
ー （課題５）国民負担について
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FIT

Ṯ ṯṕ /kWh Ṗ

0.22

ṕ1%Ṗ

0.35

ṕ2%Ṗ

0.75

ṕ3%Ṗ
1.58

ṕ8%Ṗ2.25

ṕ12% Ṗ

( )

2.64

ṕ14% Ṗ

2.90

ṕ15% Ṗ

ṕ Ṗ
0.22

ṕ1%Ṗ

0.35

ṕ1%Ṗ

0.75

ṕ3%Ṗ

1.58

ṕ6%Ṗ 2.25

ṕ9%Ṗ

2.64

ṕ10% Ṗ

2.90

ṕ11% Ṗ

ṕ /kWh Ṗ

20302012 2018

23.6%
4.0

3

+6.9%
34 /kWh

2.6 /kWh

+6.7%
17 /kWh

1.0 /kWh

10%

ṕ Ṗ2018 Ṍ2020
2030 2030 2018
kWh ṕểṖ2018
ṕỄṖ2030 ốỔở

2020

3.8
2.4

16.ị%
3.1

2.4

2.95

ṕ15% Ṗ

2.95

ṕ11% Ṗ

FIT 制度に伴う国民負担の状況①

¸ 2020 ṕ Ṗ 買取費用総額は3.8 兆円 賦課金（国民負担）総額は2.4 兆円

¸ 2019 産業用・業務用15% 家庭用11%
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＜買取総額の内訳＞

0.3 8Ṿ

2012 0.8 21Ṿ

2013 1.0 26Ṿ

2014 0.4 11Ṿ

2015 0.1 3Ṿ

2016 0.1 3Ṿ

2017 0.06 2Ṿ

2018 0.05 1Ṿ

2019 0.01 0Ṿ

2020 0.002 0Ṿ

（合計） （2.5 兆円） （66% ）

0.2 5Ṿ

0.02 0.5Ṿ

0.09 2Ṿ

0.7 18Ṿ

合計 3.8 兆円 ―

58 ％

＜太陽光発電のコスト低減状況＞
ṕ Ṗ

７年間で▲15.6 万円
（▲37 ％）

FIT 制度に伴う国民負担の状況②

¸ 2012 年度～2014 年度に認定された事業用太陽光発電に係る買取費
用が大半を占めている
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FIT 制度における各電源の調達価格の推移

¸ 太陽光・風力 調達価格の低減 地熱・中小水力・バイオマス
FIT おおむね据え置き
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太陽光発電のコスト動向と中長期目標について

¸ 太陽光発電のコストは低減 依然として世界より高く、低減スピードも鈍化の傾向

¸ FIT 2025 年発電コスト７円
/kWh の目標に向け 取り組んでいく必要 導入拡大により適地が減少し、コス
ト増となっていく懸念
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＜事業用太陽光の価格目標のイメージ＞
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※Bloomberg NEFデータより資源エネルギー庁作成。1$=110円換算で計算。

FIT

7.7 円

ẑ
2020 50kW

ẑ 2025 7 /kWh
ṕ3%Ṗ

ẑ ṕ IRR5%Ṗ 8.5 /kWh
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風力発電のコスト動向と中長期目標について

¸ 風力発電のコストは低減 依然として世界より高く、足下では微増

¸ FIT 2030 年発電コスト８～９円
/kWh の目標に向け 取り組んでいく必要 導入拡大により適地が減少し、コス
ト増となっていく懸念

＜世界と日本の陸上風力発電のコスト推移＞

ṕ /kWh Ṗ

＜陸上風力発電の価格目標のイメージ＞
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国民負担についての考え方

¸ ①脱炭素調整力（蓄電地、水素） ②慣性力の確保
③革新的太陽光電池 ④浮体式洋上風力 イノベーションを通じて実現し、コスト低減を図り
つつ社会実装していく必要

¸

大規模な系統整備が必要となる

¸ FIT
2020 年の再エネ賦課金は約2.4 兆円、一家庭あたり年間約10,000 円のご負担をいただいている状況

コスト低減を進めていく

¸ 2050 国民負担を抑制しつつ大
量導入を実現するシナリオを検討していく必要がある。
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